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はしがき（新版）

旧版は平成25年（2013年） 7月 5日に出版され、それから、10年以上が経
過しました。
平成22年（2010年） 4月 1日に、保険法は商法から独立した単行法として
施行されました。保険法は保険契約者・被保険者の保護を図る立法措置を多
く取り入れる一方、重大事由がある場合、保険者による契約解除を可能とす
るなど、旧版の出版時は、その運用が注目されていました。平成28年（2016
年） 5月29日には改正保険業法が施行され、顧客への情報提供義務、意向把
握確認義務など、保険募集および保険販売に関する規制が見直されました。
近年、気候変動または地震等による大規模災害の発生頻度の高まり、
COVID-19のパンデミック等における、巨大かつ多様な社会的リスクへの対
応がより求められ、保険を取り巻く環境は大きく変化しています。また、投
資性の高い保険商品が多く勧誘され、顧客の意向に沿わない保険契約の不当
な乗換えを行うなどの保険業者の行為が問題となっています。そのため、保
険会社および保険募集人に対し準用・適用される金融商品取引法、金融サー
ビス提供法および金融庁の保険監督指針は頻繁に改正されています。
このような状況において、本書は、旧版における全体の構成を再編集して、

近年の重要な裁判例および学説を多く紹介しています。新たに気鋭の執筆者
が加わり、各章を全面的に書き直すとともに、各原稿の内容を執筆者間で精
査しました。他方で、旧版と同様に、本書は、保険の利用者である消費者の
立場から、保険事件を消費者側で担当する弁護士、消費生活センターの相談
員の方々のために、実務で役に立つ保険法のガイドブックをめざしました。
学生の方にも、テキストとして利用していただくことができるように、簡潔
な記述とともにビジュアルに工夫をしています。
旧版は、解説編と判例編の 2分冊から構成されていました。本書の改訂に

際し、それらを 1冊に統合して、書名を『保険法Map──消費者のための
保険法ガイドブック』から、『消費者のための保険法ガイドブック』にしま
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した。旧版の出版後においても、兵庫県弁護士会消費者保護委員会（保険法
部会）のみなさんと、定期的に保険法の研究会を続けてきました。本書は、
その成果物です。
本書の校正に際し、小西みも恵先生（桃山学院大学准教授）から、貴重な
ご指摘を賜りました。
本書の表紙には、鈴木理絵先生（洋画家）の貴作品『もしも未来がわかる

なら』を使わせていただきました。先生各位には、厚く御礼申し上げます。
出版にあたり、民事法研究会の南伸太郎氏、野間紗也奈氏には多大のご尽

力を賜りました。心から感謝を申し上げます。
2024年 7月

編著者　今川　嘉文
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保険法はわずか96条の法律ですが、保険商品や保険事故は多種多様であり、
保険をめぐる法律関係はとても複雑です。
保険契約の一方の当事者である保険会社は保険のプロですが、保険を利用

する消費者の側は全くの素人です。消費者側にとって、保険法の分野は複雑
多岐でわからないことばかりです。そのことは弁護士であっても例外ではあ
りません。保険法は司法試験の受験科目に入っていないこともあり、保険法
の体系書を通読したことのある弁護士は案外少ないのではないかと推測され
ます。保険事故をめぐる相談や訴訟を実際に担当するようになって初めて保
険法の本を開き、該当部分を読んだという弁護士も少なくないようにも思え
ます。
そこで、保険の利用者である消費者の立場に立ち、保険事故を消費者側で

担当する弁護士等のために、わかりやすく、実務でも役に立つ保険法のガイ
ドブックが必要なのではないかと考えました。問題点と解決策へのアクセス
タイムを短くできるような本ができないかと考えたのです。
『保険法Map』の「Map」は、文字どおり「地図」という意味です。ある
地点（問題点）からある地点（解決）への道筋を示すことを目的としたもの
です。
また、本書は入門書であり、実務書であることをめざしています。わかり

やすく、かつ実務で役に立つことを目的として、次のような特徴をもったも
のとしています。
第 1に、本書は解説編と判例編の 2分冊からなります。解説編は保険法の

基礎的なテキストであり、判例編は判例集です。判例編の判例は基本判例と
最新判例とに分けました。基本判例は、『保険法判例百選』（2010年12月発行）
に掲載された判例の中から選びました。最新判例は、『保険法判例百選』発
刊後に判例雑誌に掲載された最新の判例をカバーするものです。実務で役に
立つように、事実認定やその立証に力点を置いた解説を心がけました。
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第 2に、見た目のわかりやすさを大切にしました。解説編では各章におけ
る重要事項を Map として簡潔に示しました。その章のサマリーないしアブ
ストラクトの役割を果たすものです。そして、解説する内容について重要だ
と考えられる判例を ポイント判例 、実務に役立つ重要な学説を 学説チェッ
ク！ という形で表示しました。事項索引はキーワード検索に役立ちます。
判例編では、 1判例について原則として見開き 2頁に収めることとし、また
図や表を用いることで一目で理解できる（アクセスタイムを短縮できる）よう
に工夫したつもりです。
第 3に、「消費者のための保険法ガイドブック」であって保険法の体系書
ではないので、消費者の立場からかかわることが少ないであろう項目は割愛
しました。消費者の立場に立って使いやすいように整理しましたが、当然、
現在の判例および学説の議論から遊離したものであってはならないことから、
研究書・論文だけでなく、既存の体系書・基本書および判例集などを絶えず
参照し、それらについては原典にあたりやすいように引用文献を明示してい
ます。
本書は、入門書であり実務書であることをめざし、わかりやすくかつ実務

で役に立つことを目的とするものですので、主として消費者側で保険事件を
担当する弁護士、消費生活センターの相談員の方々に読んでいただくことを
念頭においています。また、学生の方にもテキストとして利用していただく
ことができると思います。
保険法施行後、兵庫県弁護士会消費者保護委員会（保険法勉強会）では、
3年間、月 1回～ 2回の保険法の勉強会を続けてきました。合宿も何度か行
いました。途中から、今川嘉文教授にも参加していただきました。それらの
成果物として本書ができたことを、とてもうれしく思います。
最後になりましたが、本書の刊行にあたっては、民事法研究会の鈴木真介

氏から、本書の内容や構成等についての助言等、多大な協力を得たことを深
く感謝します。

編著者　内橋　一郎
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 1　契約総論

第 3 章　保険契約の基礎

	● 1	 契約総論
⑴　保険契約の定義・適用範囲
保険契約は、「保険契約、共済契約その他いかなる名称であるかを問わず、

当事者の一方が一定の事由が生じたことを条件として財産上の給付（生命保

険契約及び傷害疾病定額保険契約にあっては、金銭の支払に限る。以下、「保険給

付」という。）を行うことを約し、相手方がこれに対して当該一定の事由の発
生の可能性に応じたものとして保険料（共済掛金を含む。以下同じ。）を支払
うことを約する契約をいう」（保 2条 1号）と定義される。

旧商法は、営利保険（商502条 9号）を適用対象とし、営利を目的としない
共済契約には適用されていなかった。共済契約も、保険契約と同様の機能を
有しているにもかかわらず、これを直接に規律する法律がなかった。

保険法は、保険契約について上記のように定義したことにより、共済契約
についても、保険法の規定が及ぶ。

⑵　保険契約の当事者・関係者
保険契約者の当事者には、保険者と保険契約者がいる。保険契約の関係者

には、被保険者と保険金受取人がいる。

🄐　保険者

保険者とは、保険契約の当事者のうち、保険給付を行う義務を負う者をい
う（保 2条 2号）。具体的には、保険会社、共済事業者などである。

🄑　保険契約者

保険契約者とは、保険契約の当事者のうち、保険料を支払う義務を負う者
をいう（保 2条 3号）。

p.33～47
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🄒　被保険者
⒜　損害保険契約の場合

損害保険契約の場合、被保険者とは、損害保険契約によりてん補される損
害を受ける者をいう（保 2条 4号イ）。すなわち、被保険者は、被保険利益

（保険事故が発生することにより被ることのあるべき経済的不利益）を有する者
である。被保険者と保険契約者とが同一である場合を自己のためにする損害
保険契約という。被保険者と保険契約者とが異なる場合を第三者のためにす
る損害保険契約という。たとえば、倉庫業者が保管している貨物について、

貨物所有者を被保険者として、倉庫業者が保険契約者として契約する場合が
これにあたる。第三者のためにする損害保険契約について、被保険者は、受
益の意思表示をすることなく、当然に利益を享受する（保 8条）。

⒝　生命保険契約の場合

生命保険契約の場合、被保険者とは、その者の生存または死亡に関して保
険者が保険給付を行うこととなる者をいう（保 2条 4号ロ）。損害保険の場合
と被保険者の意味が異なる。被保険者と保険契約者とが同一である場合を自
己の生命の保険契約という。被保険者と保険契約者とが異なる場合を他人の
生命の保険契約という。他人の生命の保険契約（死亡保険契約）については、

保険金取得目的での保険事故の故意招致などのモラルリスクや賭博防止の観
点から、被保険者の同意が必要である（保38条）。

⒞　傷害疾病定額保険契約の場合

傷害疾病定額保険契約の場合、被保険者とは、その者の傷害または疾病に
基づいて、保険者が保険給付を行うこととなる者をいう（保 2条 4号ハ）。生
命保険と同様、被保険者と保険契約者とが同一となる場合と、被保険者と保
険契約者とが異なる場合がある。被保険者と保険契約者とが異なる場合につ
いては、給付事由が、傷害または疾病による死亡のみである場合には、契約
を締結するにあたり、被保険者の同意が必要である（保67条）。

🄓　保険金受取人

保険金受取人とは、保険給付を受ける者として生命保険契約または傷害疾
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 1　契約総論

病定額保険契約で定める者をいう（保 2条 5号）。保険金受取人は、保険契約
者が指定する。この指定は、保険事故が発生するまでは、変更可能である

（保43条・72条）。なお、損害保険契約の場合、保険金を受け取ることができ
るのは、被保険利益の帰属主体（被保険者）のみであるから、保険契約者に
よる指定はできない。保険金受取人と保険契約者とが同一である場合を自己
のためにする保険契約という。保険金受取人と保険契約者とが異なる場合を
第三者のためにする保険契約という。保険金受取人は、受益の意思表示をす
るまでもなく、当然に利益を享受する（保42条・71条）。

⑶　保険料の支払い
保険契約者は保険料を支払う義務がある（保険料支払義務。保 2条 1号 3号）。

保険料の支払方法としては、一時払いと分割払いがある。損害保険契約は保
険期間 1年のものが多いので、保険期間開始前に保険料を一時払いする契約
が多い。これに対して、生命保険の保険料は分割払いであることが多い。多
くの保険約款では、保険期間が開始されたとしても保険料領収前に生じた保
険事故については保険金を支払わないとする責任開始条項が定められている。

これは、保険料の迅速かつ確実な支払いを確保するためのものである（図表

3 ― 1 ）。

保険料の不払いは、保険契約者の債務不履行なので、解除事由となる。保

〔図表 3 ― 1 〕　責任開始条項

第
一
回
保
険
料
領
収

保
険
期
間
の
始
期

保険期間開始後であるが、
この間の保険事故について
保険金は支払われない。
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険料不払いを理由に解除した場合に、その効果が遡及するのか、あるいは将
来に向かって遡及するのかについては議論がある 1。保険法施行前ではある
が、責任開始条項のある保険契約で、保険料の支払いがないことを理由に解
除した場合、保険者は保険責任を負担しておらず、解除の効果は遡及するの
で、保険者は経過期間の保険料を請求できないとした裁判例がある（最判昭

和37・6・12民集16巻 7号1322頁・百選⑫）。

損害保険では、第 2回目以降の保険料が支払われないまま支払期日から 1

カ月を経過したときは、支払期日後に生じた事故について保険会社は免責さ
れる旨の条項が付されることが多い。滞納された保険料が支払われた場合、

保険会社の責任はどうなるのか、保険料遅滞期間中に保険事故が起きたのか、

遅滞解消後に保険事故が起きたのかが真偽不明の場合に、保険金支払義務の
発生について争われた裁判例がある（下記最判平成 9・10・17）。

　
最判平成 ９・10・17民集51巻 9 号3905頁・百選⑭
滞納された保険料の元本相当額全額が支払われれば保険会社の免責状態は解
消されるが、保険金請求者が保険休止状態解消後に保険事故が起きたことを証
明しなければならないとした。

生命保険契約につき、約定期間内に払込みがないときには当然に保険契約
が失効する旨の無催告失効条項が消費者契約法10条により無効となるか争わ
れたが、民法541条により求められる催告期間よりも長い猶予期間（ 1カ月）

の存在、自動貸付けにより簡単に失効しないための配慮条項、保険料払込み
の督促を行う実務上の運用等を考慮して消費者契約法10条にいう「民法第 1

条第 2項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するもの」

にあたらないとした（最判平成24・3・16民集66巻 5号2216頁）。

⑷　責任遡及条項
保険契約は、保険者の承諾があったときに成立するが、生命保険実務では、

第 1回の保険金受領後に保険者の承諾がなされるのが通例であるため、保険

　

　

ポイント判例

1　百選⑫解説26頁。
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 2　保険給付の履行期

者が第 1回保険料を受取り、契約の申込みを承諾した場合に、①第 1回保険
料相当額を受領し、または、②告知を受領していた場合には、①②のいずれ
か遅い時まで、保険者の責任開始をさかのぼらせる約款条項が定められてい
る（責任遡及条項）（図表 3 ― 2 ）。

告
知
受
領

告
知
受
領

第
一
回
保
険
料
領
収

第
一
回
保
険
料
領
収

保
険
者
の
承
諾

契
約
成
立

＝

保
険
者
の
承
諾

契
約
成
立

＝

この間の保険事故について保険者
の責任開始がさかのぼる。

〔図表 3 ― 2 〕　責任遡及条項

	● 2	 保険給付の履行期
⑴　保険法制定前の状況
保険法制定前には、約款は、履行期について、「当会社は、保険契約者ま
たは被保険者が第〇条（損害または傷害発生の場合の手続）の規定による手続
をした日から30日以内に、保険金を支払います。ただし、当会社が、この期
間内に必要な調査を終えることができないときは、これを終えた後、遅滞な
く、保険金を支払います」との規定を設けていた。
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最判平成 9・3・25民集51巻 3 号1565頁
火災保険約款の保険金支払時期の規定について、30日の猶予期間は合理性が
あるとしたうえで、ただし書部分については、①約款の文言は極めて抽象的で
あって、何をもって必要な調査というのかが条項上明らかでないこと、②必要
な調査を終えるべき期間も明示的に限定されていないこと、③保険会社におい
て所定の猶予期間内に必要な調査を終えることができなかった場合に、一方的
に保険契約者等の側のみに保険金支払時期が延伸されることによる不利益を負
担させ、他方保険会社の側は支払期限猶予の利益を得るとするならば、それは、
損害保険契約の趣旨・目的と相容れないことを理由に「同条ただし書は、これ
自体では保険契約者等の法律上の権利義務の内容を定めた特約と解することは
できず、保険会社において、所定の猶予期間内に調査を終えることができなか
った場合にあっても、速やかにこれを終えて保険金を支払うべき旨の事務処理
上の準則を明らかにしたものと解するほかはない」として、その効力を否定し
た。

保険法は、上記最判平成 9・3・25を踏まえ、保険者による保険事故の確
認等の一定の調査の必要性および保険事故発生後の迅速な保険給付に対する
要請を考慮して、保険給付の履行期に関する規定（保21条・52条・81条）を
設け、立法的解決を図った。

⑵　期限の定めがある場合
保険法は、期限の定めを原則有効としつつ、保険給付を行うために確認を

することが必要な事項に関する確認をするための相当の期間を経過するもの
であるときは、その期間を経過する日をもって保険給付を行う期限とする

（保21条 1項・52条 1項・81条 1項）。相当の期間の判断にあたっては、請求者
側が立証すべき事実に加え、保険者側が立証責任を負う免責事由も考慮する。

また、当該案件の個別判断ではなく、契約類型・事故内容等で、一般的に相
当の期間を判断するとされる。約定の期限が、上記相当の期間より前に到来
した場合でも、当該相当の期間が到来するまで履行期の延長を認めるもので
はない（保21条 1項）。本規定は片面的強行規定であり、上記従来型の約款

（「○○日以内に支払います。ただし、当会社が、この期間内に必要な調査を終え

ることができないときは、これを終えた後、遅滞なく、保険金を支払います」）は

　

　

ポイント判例
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無効になる。約款上定めた期限よりも前に、上記相当な期間が到来したとし
て、保険金を請求する場合、相当の期間をすでに超えていることの立証責任
は、請求者側が負うことになる。ただし、調査が必要な事項・その事項に通
常どの程度の調査時間が必要かという情報は、保険会社側に偏在しており、

調査嘱託や文書提出命令の活用も検討する必要があろう（図表 3 ― 3 ）。

〔図表 3 ― 3 〕　相当の期間と約款上の定めの関係

相当の期間 約款上定めた期限

約款の履行期にかかわらず
この時点をもって、履行期の到来

先 後

相当の期間約款上定めた期限
先 後

この場合は「相当の期間」ではなく、
約款上の期限に従う

⑶　期限の定めがない場合
期限の定めがない場合について、保険事故・てん補損害額の確認のために

「必要な期間」を経過するまでは、保険者は遅滞の責任を負わないとしてい
る（保21条 2項・52条 2項・81条 2項）。「必要な期間」についての立証責任は、

保険者側が負う。「必要な期間」については、免責事由の確認のための期間
は含まれないため、保険法21条 1項の「相当の期間」より短い期間になる。

保険者は、期限を定めることもできたのに、あえて定めなかった以上、あく
まで必要最低限の確認のための必要な期間に限って遅滞の責任を負わないと
される。また、必要な期間は、個別の事案に応じて客観的に判断される。

⑷　契約者側の調査妨害
保険者が保険給付の確認のために必要な調査を行うにあたり、保険契約者

側（損害保険では保険契約者・被保険者、生命保険・傷害疾病保険では保険契約
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者・被保険者・保険金受取人）が正当な理由なく当該調査を妨げ、またはこれ
に応じなかった場合、保険者はこれにより保険給付を遅延した期間について、

遅滞の責任を負わない（保21条 3項・52条 3項・81条 3項）。

調査妨害についての立証責任は、保険者側が負うことになる。これは片面
的強行規定のため、本項以外の事由により保険者が遅滞の責任を負わないと
する特約を定めても無効である。

	●3　消滅時効
⑴　保険給付請求権等の消滅時効期間
保険契約を基礎として生じる各種債権（保険給付請求権、保険料返還請求権、

保険料積立金払戻請求権）については、事故に関する証拠保全の必要性と迅
速な決済の必要性の観点から、 3年という短期消滅時効が定められている

（保95条 1項。旧商法下では 2年であったが保険契約者の保護に資することから保

険法では 3年とされた）これは、損害保険・生命保険・傷害疾病定額保険に
共通の規定である。

⑵　保険料請求権の消滅時効期間
保険者からの保険料請求権の時効については、消滅時効期間を延長して保

険者を保護する必要はないことから、旧法（旧商633条）の規定を維持し、消
滅時効期間を 1年としている（保95条 2項）。

権利の内容 消滅時効期間

保険給付請求権 3 年（保95条 1 項）

保険料返還請求権 3 年（保95条 1 項）

保険料積立金払戻請求権（保63条・92条） 3 年（保95条 1 項）

保険料請求権 1 年（保95条 2 項）

⑶　性質、約款・合意による時効期間の変更
約款において消滅時効期間を延長または短縮することの可否については、
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保険法には直接の規定はなく、民法等の解釈に委ねられている。

保険給付請求権の時効期間を延長する場合、時効の利益はあらかじめ放棄
することができないとの規定（民146条）が問題になるが、これは、経済的
弱者である債務者を保護する趣旨に基づく規定であるから、経済的強者であ
る保険会社が、自らの不利を承知したうえで、時効期間を自らの不利に（消

費者に有利に）なるように変更することは許されると思われる。旧商法下の
実務でも、商法の定めに比して消費者に有利な時効期間を定める約款が適用
されており、問題ないというべきである。

他方、短縮する場合は、すでに民法の規定に比して短期となっている保険
契約者等の権利行使期間をさらに減縮することになり、保険契約者の保護に
資するために消滅時効期間を延長した保険法の趣旨にも反することから、基
本的に無効であると考えられる。

⑷　起算点
消滅時効の起算点は、権利を行使することができる時である（保95条）。

これに関し、保険金請求の場合、いつから権利を行使することができる時に
あたるかについては議論がある。一部の事例について判例の判断が示されて
いるものの判例の態度が明らかでない部分もある。

　
権利を行使することができる時の学説は次のとおりである 2。

・保険事故発生時説 3

→保険事故発生時を消滅時効の起算点とする。
・保険事故了知時説 4

→保険金請求権者が保険事故の発生を知った時または知りうべかりし時を起
算点とする。

・猶予期間経過時説 5

→保険約款で、保険金請求手続後、一定の猶予期間経過後に履行期が到来す

　

　

学説チェック！

2　学説を紹介としている文献としては、森義之「判解」最判解民平成15年度�下  783頁～
785頁。

3　大森忠夫『保険法〔補訂版〕』（1985年、有斐閣）296頁。
4　村上隆吉『保険法論』（1915年、法政大学）516頁。
5　花房一彦「保険金請求権の消滅時効の起算点」商学論集 3号（1969年）60頁～61頁。
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